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はじめに：性犯罪規制の現代的課題















































































の概要⽜法律のひろば 2017 年⚘月号 52 頁以下、今井將人⽛⽝刑法の一部を改正
する法律⽞の概要⽜研修 830 号（2017 年）39 頁以下及び田野尻猛⽛性犯罪の罰
則整備に関する刑法改正の概要⽜論究ジュリスト 23 号（2017 年）112 頁以下。
法制審議会刑事法（性犯罪関係）委員・幹事によるものとして、北川佳世子⽛性
犯罪の罰則に関する刑法改正⽜法教 445 号（2017 年）62 頁以下、角田由紀子
⽛性犯罪法の改正─改正の意義と課題⽜論究ジュリスト 23 号（2017 年）120 頁
以下及び橋爪隆⽛性犯罪に対処するための刑法改正について⽜法律のひろば 70
巻 11 号（2017 年）⚔頁以下。研究者によるものとして、樋口亮介⽛性犯罪規定
の改正⽜法律時報 89 巻 11 号（2017 年）112 頁以下。
なお、今般の改正法に対しては、改正前から既に、様々な分析・批判が加え
られている。⽛⽝性犯罪に対処するための刑法の一部改正に関する諮問⽞に対す
る刑事法研究者の意見⽜季刊刑事弁護 86 号（2016 年）114 頁以下、本庄武⽛性
犯罪規定の見直し⽜法時 88 巻⚕号（2016 年）98 頁以下、浅田和茂⽛性犯罪規










相談所での児童虐待対応件数（12 万 2578 件〔速報値〕）のうち、性的









2 厚生労働省⽛平成 29 年度全国児童福祉主管課長・児童相談所長会議資料⽜（2017
年）⚓頁の表を参照。なお、平成 18 年度の対応件数は 1180 件であった。
3 平成 28 年度における全対応件数のうち、警察による通告が 54813 件、近隣知













る事例については、平成 26 年の検挙件数として、強姦罪が（全 1026













6 平成 27 年度犯罪白書 6-2-1-13 図参照。
















しかし、平成 27 年度犯罪白書によれば、平成 26 年の強姦罪全体に
占める 13 歳未満の被害者の割合は 6.2％、強制わいせつ罪では（女子
については13）13.5％となっており、児童の性犯罪において 13 歳未満
7
9 なお、児童虐待防止法には、例えばドイツ刑法 171 条及び同 225 条のような、
児童虐待それ自体を処罰する規定は存在しない。
10 西田典之⽝刑法各論［第⚖版］⽞（2012 年）88 頁。
11 例えば、西田典之ほか編⽝注釈刑法第⚒巻⽞（2016 年）618 頁（和田俊憲）。
12 深町晋也⽛児童に対する性犯罪について⽜⽝西田典之先生献呈論文集⽞（2017 年）
319 頁。
















未満の被害者が 127 名となっており、極めて高い割合を占めている（平成 27
年度犯罪白書 6-2-1-13 図エクセルデータ参照）。
14 平成 27 年度犯罪白書 6-2-1-13 図参照。
15 平成 26 年の強姦罪全体に占める 13 歳以上 20 歳未満の被害者の割合は
34.3％、強制わいせつ罪では（女子については）35.7％となっている（平成 27




16 西田・前掲注 10）39 頁参照。暴行概念についてこうした類型化を行ったのは

























17 最判昭和 24・2・8 刑集⚓巻⚒号 75 頁。
18 最判昭和 24・5・10 刑集⚓巻⚖号 711 頁。
19 最判昭和 33・6・6 集刑 126 号 171 頁。
















































25 埼玉県青少年健全育成条例 19 条⚑項の成立を認めたものである。さいたま地
判平成 14・1・15 公刊物未登載（LEX/DB 28075626）。























29 最決平成 10・11・2 刑集 52 巻⚘号 505 頁。
30 最決平成 28・6・21 刑集 70 巻⚕号 369 頁。






















32 性交類似行為の範囲については、深町・前掲注 12）325 頁以下参照。
33 東京高判平成 17・6・16 公刊物未登載（LEX/DB 28115396。父親と実の娘（13
















仮案 394 条や35,36、1974 年の刑法改正草案 301 条37 は、こうした地位
利用型の性犯罪38 を規定していた。
14
35 改正刑法仮案 394 条
業務、雇傭其ノ他ノ關係ニ因リ自己ノ保護又ハ監督スル婦女ニ對シ偽計又ハ
威力ヲ用ヒテ之ヲ姦淫シタル者ハ五年以下ノ懲役ニ處ス
36 但し、前注を見ればわかるように、厳密に言えば 18 歳未満といった保護年齢
の限定があるわけではない。
































刑法 179 条 18 歳未満の者に対し、その者を現に監護する者であ
ることによる影響力があることに乗じてわいせつな行為をした者























































なわち 14 歳未満の）児童との性的行為については⚖月以上 10 年以下
の自由刑（ドイツ刑法 176 条⚑項）が、性的行為のうち性交又は性交
















































































































慮しうる点につき、渡辺裕也⽛新判例解説（平成 28 年⚕月 26 日福岡高裁判決）⽜








































































62 東京高判昭和 28・7・6 高裁刑事判特 39 号⚓頁、福岡家小倉支判昭和 35・3・18










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































法政ジャーナルNo. 21・22（2015 年）78 頁。
4 石井徹哉⽛個人の尊重に基づく児童ポルノの刑事規制⽜⽝川端博先生古




6 上田正基⽝その行為、本当に処罰しますか⽞（弘文堂、2016 年）190 頁。
7 改正法の解説として、坪井麻友美⽛⽝児童買春、児童ポルノに係る行為等
の処罰及び児童の保護等に関する法律の一部を改正する法律⽞につい










な展開 上巻 町野朔先生古稀記念⽞（信山社、2014 年）480 頁。
13 仲道祐樹⽛児童ポルノ製造罪の理論構造⽜刑事法ジャーナル 43 号（2015
年）69 頁。







19 伊藤榮樹ほか編⽝注釈特別刑法 第二巻⽞（立花書房、1982 年）〔伊藤榮
樹〕114 頁。
20 嘉門優⽛児童ポルノ規制法改正と法益論⽜刑事法ジャーナル第 43 号
（2015 年）83 頁。
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